
酪農教育ファーム活動の経済的自立に関する調査研究報告(要 約)

千葉大学大学院園芸学研究科 大江靖雄

は じめに

本調査では、酪農教育ファーム活動の経済的 自立化への展望を得 ることを 目的 として、

酪農教育 ファーム認証牧場を対象 に、その活動実態を把握するア ンケー ト調査を実施 した。

そのデータをもとに した分析は、以下のよ うな手順で実施 した。まず各項 目の単純集計 と

統 計的な検定によるクロス集計分析、お よび経済的 自立化指向の決定関数 を計測 して、 ど

の よ うな経営上 の要因が作用 してい るのかについて明 らかに して、最後に今後 の酪農教育

ファームの体験サー ビスの経済的 自立化に向けた課題を明 らかにする。

調 査 方法

酪 農教 育 フ ァー ムの活 動 状況 、意 識 、課題 、今 後 の方 向性 な どの 点 にっ いて 、郵 送法 に

よ る、全酪 農教 育 フ ァー ム257件 を対 象 とす るア ンケー ト調査 を実施 した。 実施期 間 は、

10月1目 ～12月31日 で、 回収 率は79.4%(204件)で あ った。

未 回答 ・回答牧場間の属性

地域別の回答状況 は、北 日本 ・関東お よび北陸で高 く、九州 ・東海 ・近畿で低い。回答

牧場 と未回答牧場問で属性を比較す ると、地域交流牧場全国連絡会(以 下、地域交流牧場)

の会員であるのか否かについて高い統計的有意差がみ られた。地域交流牧場の全国的なネ

ッ トワークが酪農教育 ファームの活動 と関連 していることを示唆 してい る。

単純集計結果

現状の体験活動 の位置づ けは、多 くの牧場でボ ランテ ィアない しコス ト回収の レベル に

あ るが、今後の位置づけでは自立化指 向が高 くなっている。 また、料金徴収では、個別 の

メニュー ごとの体験サー ビスの提供 よりも、セ ッ トメニューでの提供の方が より料金徴収

が行 われている。個別 メニューでは、酪農文化体験系で料金水準 と料金徴収率が高い。

クロス集計分析結果

1)カ イ2乗 分析結果(質 的要因)

カイ2乗 検定による分析結果か ら、統計的な有意差が以下の点で明確に検出された。第1

に、地域交流牧場の会員で あることが、 自立化指向 と統計的に高い正の関連性 を有 してい

る こと。第2に 、受入人数が多い牧場 ほど、今後の展開に対 して積極的な姿勢を有 してい

る こと、また自立化指向の牧場 もそ うした積極性 が認 められ る点が明 らかとなった。
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2)t検 定分析結果(量的要因)

t検 定による分析結果か ら以下の点が明 らかとなった。第1に 、受入実績 に認証牧場間で

大きな差があること、それが、 自立化指向と関連 していることが明 らかとなった。第2に

地域交流牧場や認証牧場の地域別の会員数 とは、有意 な関連性は認め られなかった。 この

ことは、地域内のネ ッ トワー クよりも、全国的な牧場間の人的な交流のネ ッ トワー クが大

きな役割 を果た していることを示 している。第3に 、経営面積規模 ・飼養乳牛頭数規模 ・

年 間乳量な どの経営規模 を示す指標 と、受入実績お よび 自立化指向 との統計的な関連性 は

み られ なかった。つま り、酪農教育ファームの活動に関 して経営規模の経済性は存在 しな

い といえる。

活動の経済的 自立化へ向けた要因解析

1)開 放型ネ ッ トワーク組織の意義

上記 の分析結果 からは、牧場の属性 よ りもむ しろ認証牧場 間の人的な交流ネ ッ トワー ク

の機能の重要性が浮かび上がってきた。酪農教育ファームや地域交流牧場のネ ッ トワー ク

は、従来の集落型の閉鎖型のネ ットワーク組織 と異な る、開放型のネ ッ トワーク組織 に該

当し、酪農教育 ファーム活動の発展 にとって、情報交換 と社会的学習機能の点でこ うした

タイプのネ ッ トワー ク組織に長所が認められ ることを明 らかに した。

2)2つ の組織 と社会的学習

酪農教育 ファームの組織 は、実態 としても う一つの組織である地域交流牧場 も酪農教育

ファームを支える機能 を果 た してきた。地域交流牧場は、交流型 による新たな酪農の役割

に関す る視野を拡大す ること、交流型活動への長期的な見通 しをもた らす ことな ど、概念

的 ・理念的な役割が大きい と考える。また酪農教育ファームの組織 は、メニューや具体的

なノウハ ウなどの具体的な方法論の学習をもた らしてい るとい える。 こうした両者 の補完

関係 が、体験サービスの市場形成 の基盤 を整備 していると考え られるのである。

3)分 析フ レームワー ク

酪農教育 ファームの活動 について、経済的 自立化に向けた5つ のレベルに区分 して、ボ

ランティア段階か ら自立 した経営部門を 目指す段階まで、教育的機能の外部性の内部化の

レベルによる違い と位置づけて経済学的フレームワー クによる考察を加 えて、経済的 自立

化の意義を明確に した。

4)経 済的 自立化の決定モデル

自立化指向 レベル を決定する要因 とそれ らの影響力の大 きさを明 らかにす るため、以下

のような決定モデル を計測 した。 ここでは、牧場側 の属性、お よび、今後の体験サー ビス

にっいて どの ような具体的なイメージを抱いてい るのかを変数 として用いることにす る。
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牧場の属性 に関 しては、体験受入実績 、担い手の条件、社会的学習 の有無、牧場立地地域

を考慮 した。 また、体験サー ビスに関す るイメージ としては、認証牧場開始後の意識 の変

化、想定す る集客の範囲、集客力確保 の方策 、収入確保 の方策、体験サー ビスのメニュー

に関す る意 向、の各要因を考慮 した。計測方法は、被説 明変数 が順序変数であるため、順

序 ロジッ トモデルを用いて行 った。

5)計 測結果

自立化 の指向を高める要因 として、受入実績100人 以上、女性担当者、関東地域の立地、

開放型ネ ッ トワー ク組織、広域的受入れ、食 との組合せ体験、直売の実施意向、旅行代理

店 の活用意向な どの要因が作用 していることが明 らか となった。 この ことか ら、受入実績

が100人 のレベルが経済的 自立化 の指標 となるといえる。

自由記述 に関す るテキス ト分析

酪農教育 ファームに関 して しば しば登場す る体験、子供 、命 、地域 といったおな じみの

キーワー ドがここで も登場 してい る。 これ らは、認証牧場の正の効果を示 している。

観光 レジャー化 に関す る記述では、酪農教育ファー ムが観光牧場化す ることに対す る疑

問や反対意見が述べ られている。 これは、教育的な活動 と料金徴収 はそ ぐわない とい う見

解 を有する回答者 によるものである。 これ に対 して、ボランテ ィアに関す る記述では、ボ

ランテ ィアか らの脱却が必要 とい う意見が表明 されてお り、料金の徴収が必要 との認識が

示 されている。両者 は対立的であるが、料金 の徴収が即観光牧場化 を意味す る訳 ではなく、

両者の違いは、提供す る体験サー ビスに対す る社会的役割 と責任を認識することの重要性

を どうみ るかによる違いによる。 したがって、今後 はこの点に関する認証牧場 ファシ リテ

イ ターの認識 を高めることが、こうした見解の違いを解消す る手立て となるといえる。

学校 関係者 に関する記述 では、酪農教育 ファームに関す る関心や認識 の低 さやそれに伴

う準備不足な ど学校側 の対応 に関す る不満、教員向けの体験の実施の必要性 な どが挙げ ら

れ てい る。教材 に関 しては、豊富な教材提供に感謝す る記述がある一方で、逆 に教材が多

す ぎて使い切れ ない とい う記述 もある。また、体験時間の2時 間程度で終了す る内容 の教

材 が欲 しい、現在使用 中の教材が傷んできたので更新 して欲 しいなどの意見もあった。

このほか、労働力の確保や酪農教育 ファーム組織に関す る意見や酪農教育ファームの今

後 の活動の課題 な どが述べ られている。

今 後の支援施策に関す る示唆一むすびに代えて一

本調査の分析結果か ら、今後 の酪農教育ファームに関す る支援施策 を考察す ると以下の

よ うになる。

第1に 、酪農教育ファームの内容および受入実績 は、多様化 して きている。あ くまで も

ボ ランテ ィア としての立場 を維持 しよ うとす る経営者がいるのに対 して、積極的に体験サ
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一 ビスの 自立化を指向す る経営者 もい る。 しか し、 自立化指向 と経営規模 との関連性 はな

いこ とか ら、酪農経営の多角化の方 向性 は経営規模 と関連な く進展す ることが予想 され る

ので、その方向性の下で、酪農教育 ファームの発展 を位置づける時期に来てい るといえる。

第2に 、酪農教育ファーム2つ の開放型のネ ッ トワーク組織の相互補完関係 で発展 して

きた点を、統計的に明 らかに した。 これは、新 たな活動にとって、具体的なノウハ ウの提

供 のみな らず、地域交流牧場は経営者の視野の拡大や長期的な視点か らの酪農の新たな役

割 に関す る社会的学習の場 を提供 してきた点で、酪農教育ファームのイ ンキュベー タとし

て重要な意義が認 め られ る。 この点が、自然発生的に展開 してきた我 が国酪農教育ファー

ムの特質であ り、また長所であると考 える。今後 とも二つの組織 をともに発展 させ ること

が、酪農教育ファームの発展に とっても重要 と考える。

第3に 、受入人数 が多いほ ど、 自立化指向が高まることか ら、今後の需要増加へ伴 い自

立化指向は さらに強まることが予想 され るため、そのための支援策 を講 じる必要があろ う。

具体的には、 自立化指向が男性 よ り強い ことが判明 した女性のファシ リテイター育成 を

よ り積極的に推進することや、男性につ いても特に若い世代 に対 して地域交流牧場や認証

牧場のネ ッ トワー クや研修 により社会的学習の機会 を提供す ることが有益 と考える。 同様

に、集客力の高 くない地域においては、自立化へ向けた支援策 を講 じる必要がある。

支援策 に関 しては、特にPRに 関 して学校関係者 との関係構築のためのネ ッ トワーク組

織の充実、旅行業界 との関係構築な ども視野に入れた対応を検討す る必要があろう。

体験メニューの開発 については、単独メニュー よりも料金設定 と料金賦課が しやすい食

との結びっきを強めたセ ッ トメニューの方向性での検討 が必要 と考える。つま り、本物 の

体験は変わることなく、従来 の作業体験中心か ら、食文化 を含 めた酪農文化の教育機能 に

ついて、今後の具体化 についても検討を加 える必要があるといえる。

旅行代理店の活用の是非については、経営者 の経営理念 とも関わる点 もあるので、各牧

場 の判断によるところが大 きいと考 えるが、その支援が求 められ る場合 も今後増えると予

想 され ることか ら、教育機能を有す る体験サー ビスに関す るマーテ ィング戦略 について今

後検討す る必要が生 じると考 える。

その場合重要な点は、体験サー ビスの有料化は即観光牧場化を意味す る訳 ではな く、活

動の多様化に伴 う酪農教育 ファームの多様性 を維持 しつつも、教育的機能 とい う新たな社

会的責任 に応えるためには、その教育機能 と経済的 自立化 との両者のバ ランスを図 りっっ、

この両者の向上を図ることが必要不可欠であるとい う点である。
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